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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第３四半期
連結累計期間

会計期間
自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

売上高 （千円） 11,965,273

経常利益 （千円） 460,296

親会社株主に帰属する四半期純利益 （千円） 560,443

四半期包括利益 （千円） 733,894

純資産額 （千円） 10,919,859

総資産額 （千円） 18,446,901

１株当たり四半期純利益 （円） 92.90

潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益
（円） －

自己資本比率 （％） 59.2

 

回次
第62期

第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 36.39

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社は、当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期連結累計期

間、前第３四半期連結会計期間及び前連結会計年度の主要な経営指標等については記載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において株式取得により、株式会社インフォメックス松本（旧会社名：株式会社コン

ラックス松本）を連結子会社といたしました。なお、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれる

事業内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期連結累計期間及び

前連結会計年度末との比較分析は行っておりません。

(1）経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済再生に向けた各種政策効果を背景に、雇用・

所得環境や企業収益の改善が見られ、緩やかな回復基調が続きました。一方、米中貿易摩擦による海外経済の不確

実性や金融資本市場の変動の影響などにより、依然としてわが国経済の先行きは不透明な状況が続いております。

　当社グループの主要事業であり、官需を主とする情報装置事業につきましては、同業他社に加え近年新規参入し

た企業との価格競争が依然として続いております。そのような状況下、顧客ニーズにマッチした製品提案を行い、

各地域の協力会社とともに販路拡大を進めてまいりました。また、ＧＰＳソーラー式信号機・ＬＥＤ標示機等を製

造、販売する株式会社インフォメックス松本（旧会社名：株式会社コンラックス松本）の株式を平成30年10月1日

に100％取得し子会社化しました。子会社化による技術力のシナジー効果で道路交通システム関連製品の付加価値

向上を図ってまいりました。

　一方、民需を主とする検査装置事業につきましては、企業の設備投資は緩やかに増加しているものの、受注獲得

のため、他社製品との差別化競争は激しさを増しております。そのため、顧客ニーズに対応すべく開発した３次元

基板外観検査装置や３次元はんだ印刷検査装置などの営業活動を推進してまいりました。

　これらの結果、当第３四半期連結累計期間におきましては、売上高119億65百万円、営業利益4億22百万円、経常

利益4億60百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益5億60百万円となりました。

　また、当第３四半期連結会計期間末日現在の受注残高は142億61百万円となりました。

　なお、当社の主要事業である情報装置事業の大半は、官公庁向けの道路交通に関わる情報装置関連であり、例

年、売上高は第４四半期、特に期末に集中する傾向がありますので、第３四半期連結累計期間の収益は、相対的に

低水準となっております。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①　情報装置事業

　受注獲得に向けた激しい競争はあったものの、高速道路会社向けのＬＥＤ式道路情報板の売上は堅調に推移

しました。一方、利益面につきましては、仕様変更により採算性が悪化した案件があり厳しい状況が続きまし

た。

　この結果、売上高92億11百万円、営業利益3億4百万円となりました。

 

②　検査装置事業

　３次元基板外観検査装置、Ｘ線基板検査装置などの主力の検査装置は厳しい受注状況が続きましたが、前事

業年度に受注したＩＣチップ搬送装置が売上、利益面ともに貢献しました。

　この結果、売上高27億53百万円、営業利益5億31百万円となりました。
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(2）財政状態の状況

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における流動資産は135億96百万円となりました。これは主に受取手形及び売

掛金47億21百万円、現金及び預金43億32百万円、仕掛品34億19百万円であります。固定資産は48億50百万円

となりました。これは主に有形固定資産28億83百万円、投資その他の資産17億51百万円であります。

　この結果、資産合計は184億46百万円となりました。

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における流動負債は73億56百万円となりました。これは主に電子記録債務33

億61百万円、前受金10億28百万円であります。固定負債は1億70百万円となりました。

　この結果、負債合計は、75億27百万円となりました。

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における株主資本は104億58百万円となりました。これは主に利益剰余金86億

42百万円であります。その他の包括利益累計額は4億61百万円となりました。これは主に退職給付に係る調整

累計額2億74百万円であります。

　この結果、純資産合計は、109億19百万円となりました。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の総額は、5億19百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,000,000

計 14,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,422,000 6,422,000
名古屋証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 6,422,000 6,422,000 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
－ 6,422,000 － 1,184,975 － 1,105,345

 

(5)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6)【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日である平成30年９月30日の株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　651,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,769,600 57,696 －

単元未満株式 普通株式　　　　500 － －

発行済株式総数 6,422,000 － －

総株主の議決権 － 57,696 －

 

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

名古屋電機工業株式会社 名古屋市中川区横堀町１－36 651,900 ― 651,900 10.15

計 － 651,900 ― 651,900 10.15

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

　なお、当社は当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報を記載しており

ません。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、監査法人東海会計社による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

 (単位：千円)

 
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 4,332,269

受取手形及び売掛金 ※ 4,721,546

電子記録債権 ※ 386,820

商品及び製品 62,495

仕掛品 3,419,475

原材料及び貯蔵品 596,426

その他 79,565

貸倒引当金 △2,189

流動資産合計 13,596,409

固定資産  

有形固定資産  

土地 2,034,724

その他（純額） 848,866

有形固定資産合計 2,883,591

無形固定資産  

のれん 128,447

その他 86,623

無形固定資産合計 215,070

投資その他の資産  

投資有価証券 952,467

その他 799,363

投資その他の資産合計 1,751,830

固定資産合計 4,850,492

資産合計 18,446,901

負債の部  

流動負債  

支払手形及び買掛金 ※ 976,960

電子記録債務 ※ 3,361,296

未払法人税等 110,044

前受金 1,028,253

賞与引当金 165,753

役員賞与引当金 22,955

製品保証引当金 113,081

工事損失引当金 251,373

その他 1,326,910

流動負債合計 7,356,628

固定負債  

退職給付に係る負債 17,491

その他 152,922

固定負債合計 170,413

負債合計 7,527,042

純資産の部  

株主資本  

資本金 1,184,975

資本剰余金 1,105,345

利益剰余金 8,642,144

自己株式 △473,740

株主資本合計 10,458,724

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 186,395

退職給付に係る調整累計額 274,740

その他の包括利益累計額合計 461,135

純資産合計 10,919,859

負債純資産合計 18,446,901
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

 (単位：千円)

 
 当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 ※ 11,965,273

売上原価 9,538,631

売上総利益 2,426,642

販売費及び一般管理費 2,004,004

営業利益 422,638

営業外収益  

受取配当金 21,145

廃材処分収入 6,391

不動産賃貸料 22,189

その他 15,008

営業外収益合計 64,734

営業外費用  

支払保証料 11,658

減価償却費 3,709

売上割引 9,603

その他 2,104

営業外費用合計 27,076

経常利益 460,296

特別利益  

固定資産売却益 237,353

投資有価証券売却益 8,755

特別利益合計 246,108

特別損失  

固定資産売却損 17

特別損失合計 17

税金等調整前四半期純利益 706,387

法人税、住民税及び事業税 105,775

法人税等調整額 40,168

法人税等合計 145,943

四半期純利益 560,443

非支配株主に帰属する四半期純利益 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 560,443
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

 (単位：千円)

 
 当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益 560,443

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 △101,289

退職給付に係る調整額 274,740

その他の包括利益合計 173,450

四半期包括利益 733,894

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 733,894

非支配株主に係る四半期包括利益 －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

　当社は、当第３四半期連結会計期間において、株式取得により株式会社インフォメックス松本（旧会社名：株式

会社コンラックス松本）を子会社化したことに伴い、当第３四半期連結会計期間から同社を連結の範囲に含めてお

ります。

　なお、被取得企業の四半期会計期間の末日と当第３四半期連結決算日との差異は３ヶ月を超えないため、当第３

四半期連結累計期間においては貸借対照表のみを連結しており、四半期連結損益計算書に被取得企業の業績は含ま

れておりません。

 

（追加情報）

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

　当社は、当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表のための

基本となる重要な事項は以下のとおりであります。

 

１．連結範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　１社

連結子会社の名称　　　株式会社インフォメックス松本

 

２．持分法適用に関する事項

（１）持分法適用の非連結子会社及び関連会社

該当する会社はありません。

（２）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

持分法を適用していない関連会社の数　　　１社

持分法を適用していない関連会社の名称　　ＺＥＲＯ ＳＵＭ ＩＴＳ ＳＯＬＵＴＩＯＮＳ ＩＮＤＩＡ　Ｐ

ＶＴ ＬＴＤ

（持分法を適用しない理由）

　持分法を適用していない関連会社は、四半期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等から見て、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として重

要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する情報

　連結子会社である株式会社インフォメックス松本の決算日は12月31日であります。連結決算日との差異は

３ヶ月以内であるため、四半期連結財務諸表の作成にあたっては、当該連結子会社の四半期決算日における財

務諸表を使用しております。

　なお、四半期連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

 

４．会計方針に関する事項

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

② 関係会社株式

移動平均法による原価法

③ その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法
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（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法

① 商品、製品、原材料

移動平均法による原価法

② 仕掛品

個別法による原価法

③ 貯蔵品

最終仕入原価法

なお、貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定しております。

（３）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物                 ３～38年

機械及び装置         ４～17年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

自社利用ソフトウエア ５年

販売目的ソフトウエア ３年

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（４）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討して、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

④ 製品保証引当金

　完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、実績率に基づく見積額のほか、特定の製品については個別に

見積った額を計上しております。

⑤ 工事損失引当金

　工事契約に係る将来の損失に備えるため、当四半期連結会計期間末における工事契約に係る損失見込額を計

上しております。

（５）退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当四半期連結会計期間末までの期間に帰属させる方法

につていは、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

（６）収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

① 当四半期連結累計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

② その他の工事

工事完成基準
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（７）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

（８）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日又は償還日が到来する短期的な投資を資金の範囲

としております。

（９）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 四半期連結会計期間末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務

 四半期連結会計期間末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務の会計処理については、手形交換日又は決済

日をもって決済処理をしております。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半

期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債務が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形 30,206千円

電子記録債権 15,488

支払手形 112,204

電子記録債務 317,676

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日）

※　当社グループの売上高は、通常の営業形態として、第４四半期に売上げる物件の割合が多いため、第４四半期連

結会計期間の売上高と他の四半期連結会計期間の売上高との間に著しい相違があり、各四半期連結会計期間の業

績に季節的変動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日）

減価償却費 142,148千円

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月27日

定時株主総会
普通株式 82,730 13 平成30年３月31日 平成30年６月28日 利益剰余金

（注）　平成30年６月27日定時株主総会決議おける１株当たり配当額13円には、設立60周年記念配当３円を含んでおり

ます。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成30年７月24日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条第１項の規定に基づき自己株式取得に係る事項を決議し、平成30年８月１日に453,000千円（600,000

株）を取得しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ 情報装置事業 検査装置事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 9,211,637 2,753,636 11,965,273 － 11,965,273

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 9,211,637 2,753,636 11,965,273 － 11,965,273

セグメント利益 304,348 531,272 835,620 △412,982 422,638

（注）１.　セグメント利益の調整額△412,982千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△412,982千円で

あります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門及び研究開発部門に係る費用でありま

す。

２.　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　「情報装置事業」セグメントにおいて、第３四半期連結会計期間に、株式会社インフォメックス松本の株式を

取得し、連結の範囲に含めたことにより、のれんが発生しております。当該事象によるのれんの増加額は、当第

３四半期連結累計期間においては128,447千円であります。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称  株式会社コンラックス松本（新会社名：株式会社インフォメックス松本）

事業の内容  ＧＰＳソーラー式信号機・ＬＥＤ標示機等の製造、販売

（２）企業結合を行った主な理由

　当社は、ＩＴＳ（高速道路交通システム）に係わる道路交通に関連した「情報収集」から「情報処理」及び

「情報提供」までを行う情報装置システムの開発、製造、販売を行っております。また、気象観測システム、

散光式警光灯等の販売も行っております。

　一方、対象会社である株式会社コンラックス松本は、ＧＰＳソーラー式信号機、ＬＥＤ標示機等の開発設

計、製造、販売を行っております。道路交通システム関連事業は、今後も成長が見込まれ、今回の株式取得を

通じて同社を連結子会社とすることで、当社と同社が有する技術力のシナジー効果が期待できることから、同

社株式を取得することとしました。

（３）企業結合日

平成30年10月１日（株式取得日）

（４）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

（５）結合後企業の名称

株式会社インフォメックス松本
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（６）取得した議決権比率

子会社化直前に所有していた議決権比率 0.00％

企業結合日に取得した議決権比率 100.00％

取得後の議決権比率 100.00％

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が、現金を対価として株式会社コンラックス松本の全株式を取得したためであります。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

当該期間には含まれておりません。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 （現金及び預金） 300,000千円

取得原価  300,000

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

デューデリジェンス費用等  5,438千円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額

128,447千円

（２）発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力によるものです。

（３）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日）

１株当たり四半期純利益 92円90銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 560,443

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（千円）
560,443

普通株式の期中平均株式数（株） 6,033,064

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成31年２月８日

名古屋電機工業株式会社

 取締役会　御中  

 

 監査法人東海会計社  
 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 塚　　本　　憲　　司　　印

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大　　国　　光　　大　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名古屋電機工業

株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日か

ら平成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、名古屋電機工業株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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